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静岡労働局 需給調整事業課
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本日の資料

 職業紹介事業報告書作成セミナー（PowerPoint）

 記載例（様式第8号、様式第8号の2）

 職業紹介事業報告書（様式第8号）FAQ

 職業紹介事業報告における「取扱業務等の区分」新旧一覧表

▶ 様式第8号 ▶ 様式第8号の2 ▶ FAQ ▶ 新分類一覧表 ▶ 旧分類一覧表
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本日の予定

1. 事業報告書の制度

2. 作成手順・方法

3. 人材サービス総合サイトの入力



令和５年度 職業紹介事業に係る指導内容

理解できた

34％

理解できた

54％

どちらかと
言えば
理解できた

45％

3

21%

23%

14%

10%

12%

取扱職種の範囲等の明示等

事業報告等（情報提供）

職業紹介指針（告示141号）

労働条件等の明示

帳簿の備え付け

その他

▶指導内容内訳
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本日の予定

1. 事業報告書の制度

2. 作成手順・方法

3. 人材サービス総合サイトの入力
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事業報告書の制度 事業報告書とは

▶ 根拠条文：職業安定法第32条の16 ほか

▶ 職業紹介事業所の業務運営状況の報告

▶ 取扱実績がなくても提出必要

▶ 提出がない場合、是正指導や行政処分の対象

▶ 令和4年11月、行政処分実施
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事業報告書の制度 提出書類

▶ 職業紹介事業報告書（様式第8号）

▶ 特別の法人無料職業紹介事業報告書（様式第8号の2）

▶ 提出部数（正本１通及びその写し２通）

▶ 様式は静岡労働局HP、厚生労働省HPからダウンロード可能

正本

写し

写し
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事業報告書の制度 報告対象期間

▶ 令和５年4月1日～令和６年3月末日

▶ 許可後最初の報告対象期間は、

許可年月日～3月末日
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事業報告書の制度 提出期間

▶ 毎年4月1日～4年30日まで

▶ 期限までに提出がない場合、行政指導

行政処分

未提出＝法違反
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本日の予定

1. 事業報告書の制度

2. 作成手順・方法

3. 人材サービス総合サイトの入力
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作成手順・方法 様式の構成

▶ 様式第8号

 第1面

 第2面

 第3面

 第4面

記入して提出

記載要領

（提出不要）

第１面 第２面

▶ 様式第8号の2

 第1面

 第2面

記入して提出

記載要領

（提出不要）

令和６年度提出分の事業報告書（様式第８号及び様

式第8号の2）は様式が変更となっているため、必

ずHPから最新の様式をダウンロードして作成。
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作成手順・方法 第１面 その１

 タイトル

 許可番号

 事業所名称

 所在地

 紹介予定派遣の有無
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作成手順・方法 第１面 その２

 活動状況（国内）

 職種ごとに求人数、求職者数、就職件

数、離職件数等を記載

 紹介予定派遣は内数として記載
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作成手順・方法 取扱業務等の区分①

❶については、それぞれ

に分類

❶以外の職種は、➋の

分類にしたがって記入

❶

❷
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作成手順・方法 取扱業務等の区分②（離職のみ）

❶については、それぞれ

に分類

❶以外の職種は、➋の

分類にしたがって記入

❶

❷



 有効求人数：

R６.3.31現在の有効求人の募集人数

1社で3名分の求人⇒3人と計上

15

作成手順・方法 第１面 求人

 R５.4.1～R6.3.31の求人募集人数（累計）

 常用求人数：4ヶ月以上の有期又は無期

 臨時求人数：1ヶ月以上4ヶ月未満の有期

 日雇求人数：1ヶ月未満の有期

＊延数＝雇用期間（実働日数ではない）×人数

例えば、雇用期間4月1日～5月31日、求人3人の場合

⇒61日×3人=183人日と臨時求人延数欄に記載

雇用期間が1カ月未満の場合は日雇求人延数欄に記載

単位「人日」
＝雇用期間×人数

22 人 30 人 183 人日 0 人日

0 人 (1) 人 (0) 人日 (0) 人日

4 人 5 人 0 人日 0 人日

常　用
求人数

求　人　数
臨時求 日雇求

人延数 人延数

有　効
求人数

①　　　求　　　　人
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作成手順・方法 第１面 求職

 希望業務が複数⇒優先順位が高いものに一つ計上

 有効求職者数：R6.3.31現在

 求職申込件数：R5.4.1～R6.3.31の求職申込件数（累計）

6/1 7/1 11/1

申
込
み

取
消
し

申
込
み

2件
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作成手順・方法 第１面 就職

 就職：R5.4.1～R6.3.31の就職件数（累計）

 延数：雇用期間（実働日数ではない）×人数
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作成手順・方法 第１面 離職

 ① R４.4.1～R5.3.31の間に就職した

 ② 無期雇用就職者のうち、

 ③ 就職後、6カ月以内に離職した者（解雇を除く）

▶就職後6カ月後の状況を

確認してから報告

⇒ 報告は１年遅れ

 離職したかどうか不明な者⇒「不明」欄
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作成手順・方法 第１面 活動状況（国外）

▶取扱業務等の区分ごとに

「相手国」を記載
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作成手順・方法 第２面 手数料の種類

▶ ❶ 求人者（上限制）手数料：成功報酬を求人者から徴収（上限あり）

▶ ➋ 求人受付手数料 ：求人受付時に求人者から徴収（上限あり）

▶ ❸ 求人者（届出制）手数料：事前に届け出た手数料表に基づいて手数料徴収

▶ ❹ 求職受付手数料 ：求職申込時に求職者から徴収（対象職業限定、上限あり）

▶ ❺ 求職者手数料 ：成功報酬を求職者から徴収（対象職業限定、上限あり）
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作成手順・方法 第２面 収入状況

▶ 職種ごとに収入額を記載

▶ 単位は「千円」（千円未満は四捨五入）

▶ 届出制手数料の場合、「求人者（届出制）手数料」に記載

▶ 手数料は、徴収した日の年度に含める

▶ 手数料の返金額は考慮しない（差し引かない）

▶ 合計額の記載漏れに注意
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作成手順・方法 第２面 上限制手数料を採用する事業者

▶求人受付手数料は上限７１０円／件
（免税事業者は660円／件）

▶千円単位（千円未満は四捨五入）

 年度内（令和5年4月1日～令和6年3月31日）に

受け取った金額を記載

▶届出制手数料を採用している事業者の場合

は原則記入不要
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作成手順・方法 第２面 届出制手数料を採用する事業者

▶上限制手数料を採用している事業者の

場合は記入不要
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作成手順・方法 第２面 求職受付手数料

▶芸能家、家政婦(夫)、配ぜん人、調理師、

モデル又はマネキンの職業に限る

▶上限７１０円／件（免税事業者６６０円／件）

▶1人につき月3回まで徴収可能
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作成手順・方法 第２面 求職者手数料

▶科学技術者、経営管理者、熟練技能者

は、年収７００万円を超える者に限る



26

作成手順・方法 第２面 その他

▶７欄 ： 職業紹介責任者を含む人数（＝1人以上）

▶８欄 ： 「有」の場合、返戻金制度の概要も記載

▶９欄 ： 職業紹介責任者が行った教育（外部研修も含む）

⇒従業員数に職業紹介責任者は含めない

⇒未実施の場合、「未実施」と記載
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作成手順・方法 最後に

▶ 提出は、原則郵送でお願いします

▶ 郵送の際は、返信用封筒の同封

▶ 報告期限は、４月30日（火）
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本日の予定

1. 事業報告書の制度

2. 作成手順・方法

3. 人材サービス総合サイトの入力
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人材サービス総合サイト 概要

▶ 厚生労働省が運営
https://jinzai.hellowork.mhlw.go.jp/JinzaiWeb

▶ 派遣・紹介事業の許可・届出事業の一覧

▶ 制度の周知や最新情報の提供
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人材サービス総合サイト 入力手順

ログイン

就職者数等の入力

手数料に関する事項の入力

返戻金制度に関する事項の入力

参考情報の入力

よくいただくお問い

合わせは、スライド

番号45を参照
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人材サービス総合サイト 情報提供する項目

▶ 職業紹介事業者は、職業安定法第32条の16 第３項により、

職業紹介の実績に関する以下の情報提供が義務づけ。

厚生労働省の運営する「人材サービス総合サイト」に提供。

▶ 情報提供する項目（例） ▷スライド番号44も参照

 紹介による就職者の数および就職者の数のうち無期雇用就職の者の数

 無期雇用の就職者のうち就職後６か月以内に離職した者（解雇されたものを除く）の数

 手数料に関する事項（手数料表の内容）

 返戻金制度（短期間で離職した場合に手数料を返金する制度）の有無や内容

 その他、得意とする分野など（職業紹介事業者が任意で掲載）
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人材サービス総合サイト トップページ
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人材サービス総合サイト ログイン画面

▶ ユーザーＩＤ 及びパスワードは許可証交付時に送付済

▶ 紛失等の場合、再発行依頼の手続きが必要
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人材サービス総合サイト ログイン後の画面
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人材サービス総合サイト 入力が必要な内容

▶有料職業紹介事業の方：

①令和3年度就職者数、令和4年度就職者数、令和5年度就職者数＊

②手数料表、 ③返戻金制度の有無

▶無料職業紹介事業の方：

①令和３年度就職数、令和4年度就職者数、令和5年度就職者数＊

▶手数料に関する事項と返戻金制度は入力時期に関わらず、変更がある

ごとに内容を差し替える

▶令和5年度中に事業を開始し、就職者の実績がない場合でも、

① 令和5年度就職者数（「0」）

② 手数料表

③ 返戻金制度の入力は必要

＊令和6年4月中に入力が必要

＊令和6年4月中に入力が必要

※改正省令により、令和５年10月23日から情報提供項目年度が拡大され、平成29年、平成30年、平成

31年の３年度分が追加されています。具体的には、過去に登録されていた公開データが再度公開されて

いますが、以前の年度においても確認を行い、不備等がある場合には入力をお願いします。
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人材サービス総合サイト 「職業紹介事業の運営」欄

▶職業紹介事業の運営「法第32条の16項に関する事項（情報提供）」

 すべて半角で入力

 実績がない場合、「０」と入力

 就職者数は令和6年4月中、離職者数は令和6年10月～12月中に入力

 事業主（本社など）が、すべての事業所（営業所など）分を合計した数を入力

令和3年度

令和4年度

令和5年度

令和５年度に就職した無期雇用者のうち、

解雇以外の理由で６か月以内に離職した者

の数及び離職したか否か不明な者の数は、

令和６年10月～12月中に入力（※）

（※）複数事業所がある場合、合計した数を入力

情報登録年度

就職者
離職者数

（人）

離職が判明せず

（人）
4か月以上有期及び無期
（人）

4か月以上有期及び無期
（人）
うち無期（人）

4か月未満有期
（人）
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人材サービス総合サイト 「就職者」欄

❶ ➋ ❸ ❹

❶❶＋➋ ❸＋❹

令和3年度

令和4年度

令和5年度

▶令和6年4月1日～4月30日の間

に令和5年度分を入力
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人材サービス総合サイト 「離職者数」欄

離職者数

（人）※3

離職が判明せず

（人）※4

令和5年度に就職した無期雇用者のうち、

解雇以外の理由で６か月以内に離職した者の数

及び離職したか否か不明な者の数は、

令和6年10月～12月中に入力（※）

❶ ➋

（※）複数事業所がある場合、合計した数を入力

なお、報告は1年遅れになります
❶ ➋

▶令和７年度に提出の

事業報告書で報告

（令和6年度の内容）
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人材サービス総合サイト 「取扱業務の職種」欄

▶医療・介護・保育分野のうち、次に記載の８職種に

紹介実績がある場合に入力

 1.医師、2.歯科医師、獣医師、薬剤師、3.保険医療サービスの職業、

4.看護師、准看護師、５.保険師、助産師、6.医療技術者、

7.介護サービスの職業、8.保育士

▶取扱い職種ごとの平均手数料実績率又は額および離職率を入力

取扱業務の職種 手数料実績率又は額※1 離職率

❶ ❸

 ❶および❸ 可能な限り最新の年度の実績を入力

❷ ➍

 ❷ 当該職種で貴社が紹介し就職した者の1人あたりの手数料率（％）

または手数料額（円）の実績平均を入力

 ➍ 当該職種で貴社が紹介し就職した者のうち、無期雇用のうち

６か月以内に離職した者の離職率を入力
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人材サービス総合サイト 情報掲載画面
▶ 事業者のホームページのアドレスや、会社概要（ＰＤＦ版）を参考情報として掲載

▶ 手数料に関する事項（有料紹介事業者は必須）や返戻金制度（導入している場合のみ）に関する情報も登録

▶ ①「事業者ＰＤＦ」→②「参照」ボタンをクリックし、ＰＤＦファイルを指定

参照ボタン

最後に「申込」ボタン

をクリック

❶

➋

❸
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人材サービス総合サイト 確認画面
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人材サービス総合サイト 申込完了画面
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アペンディックス（補足資料）

 職業紹介事業報告書に関する情報（WEBページ） 44

 人材サービス総合サイト ▶ 情報提供が必要な事項・方法・時期 45

 人材サービス総合サイト ▶ よくある問い合わせ 46

 職業安定法の改正（令和４年10月1日施行） 47

 職業紹介事業の業務運営要領の改正 48

 職業安定法施行規則の改正（令和６年4月1日施行） 49

 「医療・看護・保育」求人者向け特別相談窓口の設置 50

 医療・介護・保育分野の適正事業者認定制度 51

 取扱職種の範囲等の明示等 ▶ 概要 52

 取扱職種の範囲等の明示等 ▶ 法条文 53

 職業紹介指針（告示141号） ▶ 求人不受理と自己申告 54

 職業紹介指針（告示141号） ▶ 自己申告書の例（表面） 55

 静岡労働局メールマガジン登録のご案内 56



職業紹介事業報告書に関する情報（WEBページ）

44

職業紹介事業報告書作成に当たって、参考になるWEBページを

ご案内します。どうぞご利用ください。

https://jsite.mhlw.go.jp/shizuoka-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/hourei_youshikishu/yoshiki_jyukyuchousei.html

 職業紹介事業パンフレットー許可・更新等マニュアルー

 職業紹介事業報告書 様式・記載例

▶ 「人材サービス総合サイトIDパスワード再発行依頼書」はコチラ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000116946.html

 厚生労働省編職業分類（ハローワークインターネットサービス）

▶ 「取扱業務等の区分」のどこに分類するかを調べる際はコチラ

▶ 令和4年改定版（令和6年4月提出分から使用）

https://www.hellowork.mhlw.go.jp/info/mhlw_job_dictionary.html

 職業紹介事業について

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/haken-shoukai/shoukainitsuite.html



人材サービス総合サイト 情報提供が必要な事項・方法・時期

情報提供が必要な事項 情報提供の方法

① 各年度（各年の４月１日～翌年の３月31日）に就職した者の数

「人材サービス総合サイト」に入力

② ①のうち、期間の定めのない労働契約を締結した者（無期雇用就職者）の数

③
②のうち、就職から６か月以内に解雇以外の理由で離職した者の数（※）

※離職者数の調査が必要ですが、返戻金制度に基づき手数料を返戻などした者の数を
集計することにより離職者数を集計しても差し支えありません。

④
②のうち、就職から６か月以内に解雇以外の理由で離職したかどうか

判明しなかった者の数

⑤ 手数料に関する事項（手数料表の内容） 「人材サービス総合サイト」で

以下のいずれかを実施*

 PDFの登録

 自社ホームページのURLを登録

*変更があれば速やかに更新

⑥
返戻金制度（※）の導入の有無および導入している場合はその内容

※就職から一定期間以内に離職した場合に、手数料の一部を返戻する制度その他
これに準ずる制度

⑦ その他、職業紹介事業者の選択に資すると考えられる情報【任意】

情報の内容 掲載開始・更新時期 掲載期間

① 各年度の就職者数
翌年度の４月１日～４月30日 原則２年６か月

② 各年度の無期雇用就職者数

③ ②のうち、６か月以内離職者数
翌年度の10月１日～12月31日 原則２年間

④ ②のうち、６か月以内に離職したか否か不明な者の数
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人材サービス総合サイト よくある問い合わせ

Q.お問い合わせ内容 A.回答

１ 人材サービス総合サイトのデータの更新はいつですか。 月に１度（毎月10日前後）の更新となります。

２
住所変更届を労働局に提出しましたが、

いつ反映されますか。
１～２ヶ月お待ちください。

３
掲載の申込（職業紹介事業）で事業所毎の入力が

できません。

事業所毎の入力は出来ません。就職者等は事業主で

まとめて入力をお願いします。

４
入力を間違えて掲載申込しまい、反映されてしまい

ました。
上書きされますので、再度正しい申請をしてください。

５ 今月許可を受けましたが、ログインができません。
新規許可の事業所につきましては、毎月15日から

入力可能となります。

６
労働局からもらったＩＤとパスワードでログインが

できません。

事業主が移管したり、過去に紛失等でＩＤ・ＰＷを

再発行をした場合、以前のID・PWは使用できない

ため、最新のものを入力してください。また、大文字

小文字を正確に半角英数字で入力をお願いします。

７
アップロードしたいPDFがエラーになり、申込が

できません。

記号やスペースがファイル名に入っているとエラーに

なります。名称を変更して、再度アップロードして

ください。

８
就職者等を入力しましたが、「数字で入力して

ください」と表示されます。
全角ではなく、半角で入力してください。
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職業安定法の改正（令和4年10月1日施行）

47

令和4年3月31日に職業安定法の一部の改正を含む「雇用保険法等の一部を改正する法律」が公布さ

れ、職業安定法の改正については、令和４年10月1日施行。

求職者が安心して求職活動を行うことができる環境の整備と、マッチング機能の質の向上を目的と

して「求人等に関する情報の的確な表示の義務化」、「個人情報の取扱いに関するルールの整

備」、「求人メディア等に関する届出制の創設」の改正が行われました。

 求人メディア等に関する届出制の創設

求人メディア・求人情報誌及びインターネット上の公開情報等から収集（クローリング）した求人情報・求職者情報

を提供するサービス等を行う募集情報等提供事業者について、求職者に関する情報を収集する場合は、特定募集情報

等提供事業者として、届出が必要。

 求人等に関する情報の的確な表示の義務化

求人等に関する情報について的確表示（虚偽または誤解を生じさせる表示を禁止し、最新かつ正確

な内容に保つための措置を講じること）を義務付け。

 個人情報の取扱いに関するルールの整備

求職者の個人情報を収集する際には、求職者等が一般的かつ合理的に想定できる程度に具体的に、

個人情報を収集・使用・保管する業務の目的を、ウェブサイトに掲載するなどして、明らかにす

ること。



職業紹介事業の業務運営要領の改正

48

令和4年12月27日付けで以下の内容について

「職業紹介事業の業務運営要領」を改正

 「厚労省人事労務マガジン(メールマガジン)」廃止に伴う改正

▶ 「厚労省人事労務マガジン（メールマガジン）」が令和５年３月末で廃止されることを踏まえ

「職業紹介事業の業務運営要領」を改正

▶ 具体的には、職業紹介責任者は、メールマガジンに登録し、定期的に労働関係法令等の改正に

関する情報を把握しなければならないこととしていたものを、令和５年４月からは、厚生労働

省ホームページに掲載される「厚労省人事労務マガジン」にて定期的に労働関係法令等の改正

に関する情報の把握に努めることとします。

 厚生労働省編職業分類の改定

▶ 令和４年に厚生労働省編職業分類が改定されたことを踏まえて

「職業紹介事業の業務運営要領」を改正

▶ 具体的には、平成23年版厚生労働省編職業分類の中分類としていたものを、

令和４年版厚生労働省編職業分類の中分類に改正

今般の職業分類の改定は、社会の実態に近づけることで、求人・求職のマッチングをより円滑に

行えるようにする趣旨であることから、令和５年度の職業紹介事業報告（令和６年４月30日までの報告）

から適切にご対応願います。



職業安定法施行規則の改正

49

令和６年４月１日付けで以下の内容について

「職業紹介事業法の施行規則」を改正

 求職者に明示しなければならない労働条件明示の追加

▶ 求職者に対し明示しなければならない労働条件に、以下の事項が追加されました。

・従事すべき業務の変更の範囲※

・就業場所の変更の範囲※

・有期労働契約を更新する場合の基準（通算契約期間または更新回数の上限を含む）

※「変更の範囲」とは、雇入れ直後にとどまらず、将来の配置転換など今後の見込みも含めた、締結する

労働契約の期間中における変更の範囲のことをいいます。

 手数料表などの情報提供の方法

▶ 有料職業紹介事業者が事業所内に掲示しなければならない事項について、下記事項については、当該掲示に

代えて自社ホームページ上などでも情報提供ができるようになります。

・手数料表

・返戻金制度に関する事項を記載した書面

・業務の運営に関する規定

※人材サービス総合サイト上での手数料表、返戻金制度の情報提供は引き続き必要です。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/hakenshoukai/r0604anteisokukaisei1.html



『「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口』の設置

50

人材紹介会社の職業紹介サービスに関して法令違反の疑いがある場合、

最寄りの都道府県労働局『「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口』

でご相談を受付。

▶紹介事業職業紹介事業者は以下の事項を遵守

 自らの紹介で就職した人＊に対して、就職した日から２年間は、転職の

勧奨を行ってはいけません。（＊無期雇用契約に限る）

 紹介手数料に関しては、返戻金制度を設けることが望まれます。

 求職者、求人者双方に対し、手数料の明示が必要です。

 求職申し込みの勧奨を、職業紹介事業者が金銭等を提供することに

よって行うことは好ましくありません。

 職業紹介事業者は、職業安定法第32条の16 第３項により、手数料に

関する事項などの情報提供が義務づけられています。厚生労働省の運営

する「人材サービス総合サイト」に提供してください。



医療・介護・保育分野の適正事業者認定制度

51

厚生労働省では、一定の基準を満たした職業紹介事業者を

適正事業者と認定する「医療・介護・保育分野における

適正な有料職業紹介事業者の認定制度」を実施しています。

認定取得によるメリットもありますので、ぜひご検討ください。

 認定取得によるメリット

▶厚生労働省から求人者への認定事業者の周知

▶特設ウェブサイト上での公表

▶認定マークの付与 など

 申請条件、認定基準の確認やお問い合わせ

▶ 医療・介護・保育分野における適正事業者認定制度特設ウェブサイト

https://www.jesra.or.jp/tekiseinintei/



取扱職種の範囲等の明示等 概要

52

職業紹介事業者は、求人または求職の申し込みを受理した後、求人者

および求職者に対して、速やかに取扱職種の範囲・手数料等について

明示する必要があります。

 明示内容

▶取扱職種の範囲等

▶手数料に関する事項

▶苦情の処理に関する事項

▶求人者の情報及び求職者の個人情報

の取扱いに関する事項

▶返戻金制度に関する事項

 参考例の取得先

▶ 労働者派遣事業・職業紹介事業関係様式集



取扱職種の範囲等の明示等 法条文

53

（取扱職種の範囲等の明示等）

第三十二条の十三 有料職業紹介事業者は、取扱職種の範囲等、手数料に関する事項、苦情の処理に関する事項その他

当該職業紹介事業の業務の内容に関しあらかじめ求人者及び求職者に対して知らせることが適当であるものとして厚生

労働省令で定める事項について、厚生労働省令で定めるところにより、求人者及び求職者に対し、明示しなければならない。

（法第三十二条の十三に関する事項）

第二十四条の五 法第三十二条の十三の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一 求人者の情報及び求職者の個人情報の取扱いに関する事項

二 返戻金制度（その紹介により就職した者が早期に離職したことその他これに準ずる事由があつた場合に、当該者を

紹介した雇用主から徴収すべき手数料の全部又は一部を返戻する制度その他これに準ずる制度をいう。以下同じ。）に

関する事項

２ 法第三十二条の十三の規定による明示は、求人の申込み又は求職の申込みを受理した後、速やかに、第十七条の七

第二項各号に掲げるいずれかの方法により行わなければならない。ただし、職業紹介の実施について緊急の必要がある

ためあらかじめこれらの方法によることができない場合において、当該明示事項をあらかじめこれらの方法以外の方法

により明示したときは、この限りでない。

３ 第十七条の七第二項第二号イの方法により行われた明示事項の明示は、当該書面被交付者の使用に係るファクシミリ

装置により受信した時に、同号ロの方法により行われた明示事項の明示は、当該書面被交付者の使用に係る通信端末

機器に備えられたファイルに記録された時に、それぞれ当該書面被交付者に到達したものとみなす。

４ 有料職業紹介事業者は、その事業所内の一般の閲覧に便利な場所に、手数料表、返戻金制度に関する事項を記載した

書面及び業務の運営に関する規程を掲示しなければならない。



職業紹介指針（告示141号） 求人不受理と自己申告
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2020年（令和２年）３月30日から改正職業安定法の一部や関連する

政令・省令・指針が施行され、一定の労働関係法令違反のある求人者

からの求人の申し込みなどを受理しないことが可能となりました。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000172497.html

【令和２年３月30日施行分（求人の申込みの不受理に係る改正について）】

（令和２年３月30日時点） [687KB]

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000172497.html


職業紹介指針（告示141号） 自己申告書の例（表面）

55

 職業紹介事業者は、求人者に対して自己申告を求めることができます

 求人者が自己申告を行わなかった場合、求人を受理しないことができます

 求人不受理の実施に当たっての留意事項

▶ 求人の受理に当たっては、求人の申し込みが求人不受理の要件に該当するか

どうかについて、求人者に対して自己申告を求め、確認してください

▶ 求人の申し込みが求人不受理の要件に該当することを知った場合には、

求人の申込みを受理しないことが望ましいとされています

▶ 自己申告書の例の

掲載先URLは

スライド番号54を参照



セミナー

法改正

面接会

静岡労働局メールマガジン登録のご案内

メルマガ配信サービス

検 索静岡労働局メールマガジン

 労働行政に関する各種情報を月1回

＊毎月20日無料で配信

 登録画面バナーでメールアドレス送信

▶ ▶ 新規登録 ▶ 配信停止
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Zoomの「退出」ボタ

ンを押すと画面上に

「参加者アンケート」

が表示されます。

回答後「送信」ボタン

を押してください。

Thank You For Viewing♪

終わりに≪参加者アンケートについて≫

パートタイム・有期雇用労働法

キャラクター「パゆう」ちゃん
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